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（目 的） 

第１条  木材需要の大部分を占める住宅建築における県産材の利用を拡大することを目的と

して、岐阜証明材推進制度実施要領（平成１９年１月２４日付け県流第４６３号林政部長

通知）により産地、合法性を証明された木材（以下「ぎふ証明材」という。）、ぎふ性能

表示材推進制度実施要領（平成２２年６月１１日ぎふ性能表示材認証センター施行）によ

り認証された木材（以下「ぎふ性能表示材」という。）又はＪＡＳ（日本農林規格）製品

を構造材又は内装材に一定量以上使用した住宅の建築主に対し、予算の範囲内において補

助金を交付するものとする。その取扱いは岐阜県補助金等交付規則（昭和５７年岐阜県規

則第８号。以下「規則」という。）及び岐阜県森林・林業対策事業補助金交付要綱（平成

１８年４月１日付け林第７号林政部長通知。以下「要綱」という。）に定めるもののほか、

この要領の定めるところによる。 

 



（定 義） 

第２条  この要領において次の各号に掲げる用語の定義は、次のとおりとする。 

（１）申請住宅 

当該事業補助金の交付を受ける対象として申請する住宅 

（２）補助住宅 

当該事業補助金の交付を受ける対象となった住宅 

（３）構造材 

土台、束、大引き、柱、梁、桁、胴差し、母屋、棟木、隅木に使用される部材 

（４）内装材 

住宅内部の床面、壁面および天井面に内装仕上げとして使用される部材 

（ただし、造り付けの棚・家具類は除く） 

（５）工事完了日 

建築基準法（昭和２５年５月２４日法律第２０１号）第７条第１項又は第７条の２

第１項の検査が必要な住宅については、同法第７条第５項又は第７条の２第５項に

定める検査済証交付日とする。同法第７条第１項又は第７条の２第１項の検査が不

要な住宅については、申請住宅の施工者（以下「施工工務店等」という。）が作成

する工事完了日を明記する書類（例：工事完了報告書(様式第６号)、工事完了引渡

証明書等）に記載する工事完了日とする。 

 

（補助事業者等の要件） 

第３条  補助金の交付対象者（以下「補助事業者」という。）は、次の各号のすべてに該当

する申請住宅の建築主とする。 

（１）前年度の２月１日から当該年度の１月３１日までに工事が完了する住宅 

（２）県が実施する構造材又は内装材に対する他の補助金、利子補給及び産直住宅普及活動

支援事業補助金を受けない住宅（ただし、岐阜県空き家総合整備事業費補助金の交付

を受ける住宅で、当該補助金の交付の対象となる経費から、ぎふの木で家づくり支援

事業費補助金の額を減額するものについては、県が実施する構造材又は内装材に対す

る他の補助金を受けない住宅とみなす。） 

（３）別表１のいずれかの要件に該当する住宅 

２ 施工工務店等は、次の各号のすべてに該当する者とする。 

（１）県内に事業所(本店、支店又は営業所)を有する者 

（２）ぎふの木で家づくり協力工務店である者又は当事業実施後にぎふの木で家づくり協

力工務店の認定を受ける者 

３ 別表１に規定する構造材について、丸太梁等、ぎふ性能表示材又はＪＡＳ製品の対象と

ならない形状又は規格による場合は、ぎふ証明材の使用をもって、ぎふ性能表示材の使用

とみなすことができる。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表２のとおりとする。 

 

 (申請住宅の申請枠登録の申込) 

第５条 別表１の県内新築タイプ又は県外新築タイプの補助金の交付を受けようとする者



は、申請住宅にかかる建築基準法第６条第１項又は第６条の２第１項に定める確認済証交

付日（同法第６条の申請が不要な申請住宅については、建築基準法第１５条第１項に定め

る建築工事届提出日）から工事完了日までの間に、申請住宅の申請枠の登録（以下「申請

枠登録」という。）を申込むことができる。 

２ 申請枠登録を希望する者は、補助住宅申請枠登録申込書（様式第１号）（以下「申請枠

登録申込書」という。）に別表３に定める書類を添付し、知事に提出するものとする。た

だし、申請住宅が県内新築タイプに該当する場合は、申請住宅の建築場所を所管する農林

事務所長（以下「所長」という。）を経由するものとする。 

３ 申請枠登録の受付期間は、当該年度の４月１０日（閉庁日の場合はその直後の開庁日）

から９月３０日（閉庁日の場合はその直前の開庁日）までとする。 

４ 知事又は所長は、第２項により提出された申請枠登録申込書及び添付資料に不備がない

と判断したときは、当該申請枠登録申込書に受付番号と受付年月日を記入し、収受印を押

して、写しを申込者に交付するものとする。 

５ 所長は、受付した申請枠登録申込書の内容を記入した申請者管理表（様式第７号）を翌

日までに県産材流通課長（以下「課長」という。）へ提出するとともに、すみやかに申請

枠登録申込書を課長へ提出するものとする。 

 

（補助住宅の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、工事完了日から

起算して６０日以内に、補助住宅申込書兼補助金交付申請書（様式第２号の１、２又は３）

（以下「交付申請書」という。）に別表４に定める書類を添付し、知事に提出しなければ

ならない。ただし、申請住宅が県内新築タイプ又は県内改修タイプに該当する場合は、所

長を経由するものとする。 

２ 前項の規定によらず、申請住宅の工事完了日が前年度の２月中である場合は、当該年度

の４月３０日（閉庁日の場合はその直前の開庁日）までに交付申請書を提出するものとす

る。 

３ 交付申請の受付期間は、当該年度の４月１０日（閉庁日の場合はその直後の開庁日）か

ら１月３１日（閉庁日の場合はその直後の開庁日）までとする。 

４ 知事又は所長は、第１項により提出された交付申請書及び添付資料に不備がないと判断

したときは、当該交付申請書に受付番号と受付年月日を記入し、収受印を押して、写しを

申請者に交付するものとする。ただし、前条第４項で受付した申請枠登録申込書の申請住

宅の交付申請書の受付番号は、同項の受付番号と同じ番号とする。 

５ 所長は、受付した交付申請書の内容を記入した申請者管理表（様式第７号）を翌日まで

に課長へ報告するものとする。 

 

（補助の対象とする住宅の選定） 

第７条 申請枠登録申込書及び交付申請書（以下「申請書等」という。）は別に定める補助

予定棟数及び予算の範囲内で受付するものとする。なお、申請書等の受付件数の総数が補

助予定棟数又は予算の上限に到達した場合は、補助予定棟数又は予算の上限に到達した日

に受付したすべての申請書等の中から抽選で補助の対象とする住宅を選定するものとす

る。 

 



（申請内容等の変更） 

第８条 申請者は、申請書等の提出後、内容に変更があった場合は補助住宅内容変更届（様

式第８号）（以下「変更届」という。）を提出し、補助条件の確認を受けなければならな

い。ただし、申請枠登録申込書の内容の変更で、補助金申請額が増とならないものについ

ては、この限りでない。 

２ 前項ただし書きの規定にかかわらず、国が実施する構造材又は内装材に対する他の補助

金又は利子補給（以下「国補助金等」という。）との併用の有無が変更となる場合は、変

更届を提出するものとする。 

３ 申請者は、申請住宅が補助条件を満たさなくなった場合は、補助住宅申請取り下げ書（様

式第９号）を提出するものとする。 

 

（事業内容の確認） 

第９条 知事又は所長は、第６条第４項に定める交付申請書の受付後、ぎふの木で家づくり

支援事業費補助金確認要領（平成１９年３月２３日付け県流第５０９号林政部長通知。以

下「確認要領」という。）により書類確認及び必要に応じて現地確認を行うものとする。 

２ 申請者又は施工工務店等は現地確認に立ち会うものとする。 

３ 所長は、第１項の確認後、交付申請書及び確認要領による確認調書の写しを課長に提出

するものとする。 

 

（補助住宅の採択等） 

第１０条 知事は、前条の事業確認の結果、補助住宅として適当であると認められる申請住

宅を補助住宅と決定するものとする。 

２ 前項により決定した補助住宅の補助事業者に対し、知事は、規則第５条第１項及び第１

４条の規定により補助金の交付決定及び額の確定を通知（様式第１０号）するものとする。 

３ 知事は、補助住宅として採択されなかった申請者に対して、補助住宅の不採択を通知（様

式第１１号）するものとする。 

４ 課長は、前各項の規定による補助住宅採択結果を所長に通知（様式第１２号）するもの

とする。 

  

（補助金の請求・支払） 

第１１条 補助事業者は、前条第２項の交付決定及び額の確定の通知を受けた場合、別に定

める期日までに補助金交付請求書（様式第１４号）を知事に提出するものとする。 

２ 知事は、補助事業者から前項の補助金交付請求書の提出があった場合、受付した日から

１５日以内に補助金を交付するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取り消し及び返還） 

第１２条 補助事業者が提出した書類に虚偽の事項を記載した場合又は補助金の交付に関

し、不正な行為があった場合、知事は、補助金の交付決定の取り消し、又は交付した補助

金の返還を命ずることができる。 

２ 前項の処分に関して補助金の返還を命じられた補助事業者は、規則の定めるところによ

り返還しなければならない。 

 



（その他） 

第１３条 申請者及び補助事業者は当該事業の遂行にあたり岐阜県に全面的に協力するもの

とする。 

２ 補助金の交付を受けた者は、県産材の利用拡大のため、県からの県産材や木造住宅に関

するアンケートへの協力、補助住宅に関する情報提供等に協力するものとする。 

３ この要領に定めるもののほか、補助金に関して必要な事項は別に定める。 

 

 附 則 （平成１９年３月２３日 県流第５０８号部長通知） 

１ この要領は、平成１９年４月１日から施行する。 

 附 則 （平成２０年３月１１日 県流第５７７号改正） 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則  （平成２０年８月１日県流第２６８号） 

１  この要領は平成２０年度事業から適用する。 

附 則 （平成２１年３月２６日 県流第６０４号改正） 

１ この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

 附 則 （平成２２年３月２９日 県流第６２８号改正） 

１ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

  附 則 （平成２３年３月２２日 県流第８１９号改正） 

１ この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 

 附 則 （平成２４年３月２９日 県流第７０９号改正） 

１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２５年３月２８日 県流第６４０号改正） 

１ この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２５年５月２３日 県流第１２４号改正） 

１ この要領は、平成２５年５月２３日から施行する。 

附 則（平成２６年３月２０日県流第７０２号改正） 

１ この要領は平成２６年４月１日から施行する 

附 則 （平成２６年１０月３日 県流第３７５号改正） 

１ この要領は、平成２６年１１月４日から施行する。 

附 則 （平成２７年３月２０日 県流第６３１号改正） 

１ この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２７年１２月１０日 県流第５９１号改正） 

１ この要領は、平成２７年１２月１０日から施行する。  

附 則 （平成２８年３月２５日 県流第９１３号改正） 

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 （平成２９年３月２３日 県流第７３１号改正） 

１ この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 （平成３０年３月２７日 県流第９１７号改正） 

１ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 （平成３０年４月４日 県流第１６号改正） 

１ この要領は、平成３０年４月４日から施行する。 

附 則 （平成３０年５月１５日 県流第１３５号改正） 



１ この要領は、平成３０年５月１５日から施行し、平成３０年度申請分から適用する。 

附 則 （平成３１年３月２２日 県流第８４０号改正） 

１ この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 （令和２年３月２３日 県流第７４２号改正） 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 （令和２年６月２６日 県流第１９９号改正） 

１ この要領は、令和２年７月９日から施行する。 

附 則 （令和３年３月２４日 県流第８０９号改正） 

１ この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 附 則 （令和４年３月２８日 県流第６４８号改正） 

１ この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 附 則 （令和５年３月２２日 県流第８４３号改正） 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 附 則 （令和５年４月１０日 県流第１８号改正） 

１ この要領は、令和５年４月１０日から施行する。 

２ この要領による改正後の様式第１号、様式第２号の１、様式第２号の２、様式第２号の３

及び様式第４号については、令和５年４月２８日までの間なお従前の様式によることができ

る。 

 附 則 （令和６年３月２９日 県流第７６６号改正） 

１ この要領は、令和６年４月１日から施行する。 

 附 則 （令和７年３月２４日 県流第７９２号改正） 

１ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 



別表１（第３条関連）申請住宅の要件 

申請住宅は、次のいずれかに該当するものとする。 

県内新築タイプ 次のすべての条件に該当することとする。 

①自ら又は家族が居住するため県内に新築等※1をする木造住宅※2 

②「ぎふ性能表示材」又は「ぎふ証明材かつＪＡＳ製品※3」（以下「性

能表示材等」という。」）を構造材に８０％以上使用する住宅 

県外新築タイプ 次のすべての条件に該当することとする。 

①自ら又は家族が居住するため県外に新築等※1をする木造住宅※2 

②性能表示材等を構造材に８０％以上使用する住宅 

③補助住宅に申込をした年度の３月１５日（閉庁日の場合はその直前の

開庁日）までに施工工務店等が完成見学会等（以下「見学会」という。）

又は施工工務店等が管理するホームページ若しくはソーシャルメディ

ア等を活用した広報（以下「広報」という。）により、岐阜県産材のＰ

Ｒを実施する住宅 

県内改修タイプ 次のすべての条件に該当することとする。 

①県内の、自ら又は家族が居住する住宅※2 

②内装材に「ぎふ証明材」又は「性能表示材等」を２０ｍ2以上使用して

改修工事を行う住宅 

 

※１ 新築等 住宅の建築、既存住宅への増築及び居住の用に供されたことのない新たに建築され

た住宅の購入をいう。 

※２ 住宅  賃貸及び販売等営利を目的とするものは除く。 

※３ 対象となるＪＡＳ製品 

部材名 ＪＡＳ製品の区分 

構造材（横架材） 機械等級区分構造用製材，構造用集成材 

構造材（横架材以外） 機械等級区分構造用製材， 

人工乾燥構造用製材，構造用集成材 

内装材 人工乾燥造作用製材，造作用集成材 

 



別表２（第４条関連）補助金額 

補助金額は、次のとおりとし、千円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。ただし、申請住宅が当該補助金とは別に国補助金等の交付を受ける場合、この表

に掲げる額に１００分の５５を乗じて得た額を補助金額とし、千円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。 

タイプ別 条件 
１棟あたりの 

補助金額 

県内新築 

タイプ 

（補助金額） 
構造材と内装材の県産材使用量に応じて、①又は①と②の合計額
を助成 
（上限３００，０００円、下限１５０，０００円） 
 
 ①構造材 

性能表示材等の使用量（ｍ3）×２万円／ｍ3 
 ②内装材 

ぎふ証明材及び性能表示材等の使用量（ｍ2）×２千円／ｍ2 
 

（内装材の性能表示材等加算） 
内装材に性能表示材等を使用した場合、下記金額を加算 
（上限２０，０００円） 

 
・内装材 
性能表示材等の使用量（ｍ2）×４００円／ｍ2 
 

上限 ３２０，０００円 
下限 １５０，０００円 

 
 

国補助金等との併用あり 
（補助金額×０．５５） 
上限 １７６，０００円 
下限  ８２，０００円 

県外新築 

タイプ 

（補助金額） 
構造材と内装材の県産材使用量に応じて、①又は①と②の合計額
を助成 
（上限２００，０００円、下限１５０，０００円） 

 
①構造材 
性能表示材等の使用量（ｍ3）×２万円／ｍ3 

②内装材 
ぎふ証明材及び性能表示材等の使用量（ｍ2）×２千円／ｍ2 

 

上限 ２００，０００円 
下限 １５０，０００円 

 
 

国補助金等との併用あり 
（補助金額×０．５５） 
上限 １１０，０００円 
下限  ８２，０００円 

県内改修 

タイプ 

（補助金額） 
内装材の内装材の県産材使用量に応じて、①の額を助成 
（上限１４０，０００円、下限４０，０００円） 
①内装材 
ぎふ証明材、性能表示材等の使用量（ｍ2）×２千円／ｍ2 
 

（内装材の性能表示材等加算） 
内装材に性能表示材等を使用した場合、下記金額を加算 
（上限２０，０００円） 
・内装材 
性能表示材等の使用量（ｍ2）×４００円／ｍ2 
 

上限 １６０，０００円 
下限  ４０，０００円 

 
 

国補助金等との併用あり 
（補助金額×０．５５） 
上限  ８８，０００円 
下限  ２２，０００円 

 

 



別表３（第５条関連）申請枠登録申込書の添付書類 

申請枠登録申込書（様式第１号）には次の書類を添付するものとする。 

① （建築基準法第６条第１項に基づく申請が必要な住宅） 

 同項の規定による確認申請書（第一面から第四面）及び確認済証若しくは同法第６条

の２第１項の規定による確認済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 建築基準法第１５条第１項の規定による建築工事届の写し 

② 建築場所を示した位置図 

③ 各階の平面図（内装材条件に該当する場合は、設置予定箇所を平面図・展開図等への色

付け等により示すこと） 

④ 木材使用量計算書（様式第３号） 

⑤ 県内新築タイプ申込者が工事完了時に県外に居住、又は申込年度の４月１日から遡り３

年前の４月 1日以降に県外から県内に転入した場合、県内へ転入前の住所が確認できる

書類（住民票、運転免許証等の写し） 

以下、内装材を補助金の対象として申請する場合のみ添付 

⑥ 内装材使用面積計算書（様式第４号） 

 



別表４（第６条関連）補助住宅申込書兼補助金交付申請書の添付書類 

（県内新築タイプ） 

 補助住宅申込書兼補助金交付申請書（県内）（様式第２号の１）には次の書類を添付する

ものとする。なお、第５条に定める申請枠登録の申込時から申請内容に変更がない場合、次

の①確認申請書及び確認済証の写し又は建築工事届の写し、②位置図、③平面図、⑨県内へ

転入前の住所が確認できる書類は提出不要とする。 

① （建築基準法第６条第１項に基づく申請が必要な住宅） 

 同項の規定による確認申請書（第一面から第四面）及び確認済証若しくは同法第６条

の２第１項の規定による確認済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 建築基準法第１５条第１項の規定による建築工事届の写し 

② 建築場所を示した位置図 

③ 各階の平面図 

④ 木材使用量計算書（様式第３号） 

⑤  木材使用量計算書に記載された全ての構造材の使用が確認できる書類及び「性能表示材

等」であることを証明する書類（例：納品書、出荷証明書等） 

⑥ ぎふの木で家づくり支援事業補助住宅概要書（様式第５号） 

⑦ 工事完了日が確認できる書類 

（建築基準法第７条第１項又は第７条の２第 1項の検査が必要な住宅） 

 同法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 工事完了日が記載された書類 

（例：工事完了報告書(様式第６号)、工事完了引渡証明書の写し等） 

⑧ 振込先口座が確認できる通帳等の写し（表紙と表紙の裏などで、名義名「漢字」及び「カ

タカナ」、口座番号、発行支店名等が分かるページ） 

⑨ 県内新築タイプ申請者が工事完了時に県外に居住、又は申込年度の４月１日から遡り３

年前の４月 1日以降に県外から県内に転入した場合、県内へ転入前の住所が確認できる

書類（住民票、運転免許証等の写し） 

以下、内装材を補助金の対象として申請する場合のみ添付 

⑩ 内装材使用面積計算書（様式第４号） 

⑪ 内装木質化した箇所を平面図・展開図等への色付け等により示し、その寸法及び面積計

算式（芯々で計算）等を記載したもの 

⑫ 使用した木材が「ぎふ証明材」又は「性能表示材等」であることを証明する書類（例：

納品書、出荷証明書等） 

 

 

 

 

 

 



（県外新築タイプ） 

 補助住宅申込書兼補助金交付申請書（県外）（様式第２号の２）には次の書類を添付する

ものとする。なお、第５条に定める申請枠登録の申込時から申請内容に変更がない場合、次

の①確認申請書及び確認済証の写し又は建築工事届の写し、②位置図、③平面図は提出不要

とする。 

① （建築基準法第６条第１項に基づく申請が必要な住宅） 

 同項の規定による確認申請書（第一面から第四面）及び確認済証若しくは同法第６条の

２第１項の規定による確認済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 建築基準法第１５条第１項の規定による建築工事届の写し 

② 建築場所を示した位置図 

③ 各階の平面図 

④ 木材使用量計算書（様式第３号） 

⑤ 木材使用量計算書に記載された全ての構造材の使用が確認できる書類及び「性能表示材

等」であることを証明する書類（例：納品書、出荷証明書等） 

⑥ ぎふの木で家づくり支援事業補助住宅概要書（様式第５号） 

⑦ 工事完了日が確認できる書類 

（建築基準法第７条第１項又は第７条の２第 1項の検査が必要な住宅） 

 同法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 工事完了日が記載された書類 

（例：工事完了報告書(様式第６号)、工事完了引渡証明書の写し等） 

⑧ 振込先口座が確認できる通帳等の写し（表紙と表紙の裏などで、名義名「漢字」及び「カ

タカナ」、口座番号、発行支店名等が分かるページ） 

⑨ （見学会又は広報を実施済みの場合） 

見学会実施報告書（様式第１３号の１）又は広報実施報告書（様式第１３号の２） 

（見学会又は広報が未実施である場合）※ 

見学会実施計画及び誓約書（様式第１３号の１）又は広報実施計画及び誓約書（様式１３

号の２） 

以下、内装材を補助金の対象として申請する場合のみ添付 

⑩ 内装材使用面積計算書（様式第４号） 

⑪ 内装木質化した箇所を平面図・展開図等への色付け等により示し、その寸法及び面積計算

式（芯々で計算）等を記載したもの 

⑫ 内装材が「ぎふ証明材」であることを証明する書類 

（例：納品書、出荷証明書等） 

※見学会又は広報の実施後、当該年度の３月１５日（閉庁日の場合はその直前の開庁日）まで

に実施報告書（様式第１３号の１又は２）を提出すること。 



（県内改修タイプ） 

補助住宅申込書兼補助金交付申請書（改修）（様式第２号の３）には次の書類を添付するも

のとする。 

① 建築基準法第６条第１項第２号又は第４号に基づく申請が必要な住宅 

・同項の規定による確認申請書（第一面から第四面）及び確認済証若しくは同法第６条の

２第１項の規定による確認済証の写し 

建築基準法第１５条第１項に基づく届け出が必要な住宅 

・同項の規定による建築工事届の写し 

② 施工場所を示した位置図 

③ 内装材使用面積計算書（様式第４号） 

④ 内装木質化した箇所を平面図・展開図等への色付け等により示し、その寸法及び面積計算

式（芯々で計算）等を記載したもの 

⑤ 使用する木材が「ぎふ証明材」又は「性能表示材等」であることを証明する書類（例：納

品書、出荷証明書等） 

⑥ ぎふの木で家づくり支援事業補助住宅概要書（様式第５号） 

⑦ 工事完了日が確認できる書類 

（建築基準法第７条第１項又は第７条の２第１項の検査が必要な住宅） 

 同法第７条第５項又は第７条の２第５項の規定による検査済証の写し 

（上記以外の住宅） 

 工事完了日が記載された書類 

（例：工事完了報告書(様式第６号)、工事完了引渡証明書の写し等） 

⑧ 振込先口座が確認できる通帳等の写し（表紙と表紙の裏などで、名義名「漢字」及び「カ

タカナ」、口座番号、発行支店名等が分かるページ） 

⑨ 県内改修タイプ申請者が工事完了時に県外に居住、又は申込年度の４月１日から遡り３年

前の４月 1日以降に県外から県内に転入した場合、県内へ転入前の住所が確認できる書類

（住民票、運転免許証等の写し） 

⑩ 県が実施する「岐阜県空き家総合整備事業費補助金」を併せて受ける場合 

・「岐阜県空き家総合整備事業費補助金」の申請書の写し及び工事費内訳書の写し 

 


